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Ⅰ　本稿の目的
本稿は，1942 年にヒックス（Hicks, J. R.）に
よって社会会計と名付けられた新しい学問分野が
いつ何を契機として誕生し，また，社会会計がど
のような基本構造をなしているかを明らかにする
ことを目的としている．
一国の経済状況について，生産・消費・投資と
いったフロー面に加え，資産・負債といったス
トック面を体系的に記録することを目的とする基
準としてSystem of National Accounts（SNA）が
ある．わが国では「国民経済計算」もしくは「国
民経済計算体系」と訳されており，統計法で基幹
統計に指定されている．
SNAは，1953 年に国際連合より初めて発表さ
れた53SNA以来，3度の改訂を経て現在に至って
いる．これまで，日本をはじめ世界の多くの国が
この SNAに準拠して所得水準や経済成長率など
の国際比較をおこない，各国の経済の実態を明ら
かにしてきた． 他方，SNAを補完する新しい指
標に関する研究がおこなわれている．たとえば，
福祉や環境をあらわすサテライト勘定の研究であ
る．このように，SNAを基礎としてさまざまな分
野に社会会計システムを応用する試みがおこなわ
れている．
すでに述べたように，SNAは現代における一国
の経済循環を捉える重要な役割を果たしている．
しかし，この SNAの源流についての研究は不十
分である．本稿では，SNAの起源である社会会計
の草創期に遡り，いつ，誰が，どのような思想に
基づいて，この新しい学問分野を形成したのか，
そしてどのような構造をしているのかを明らかに
する．
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1940年にケインズ（Keynes, J. M.）が出版した
How to Pay for the War（以下，『戦費調達論』）の
国民所得推計に基づいて，1941 年にミード
（Meade, J. E.）とストーン（Stone, J. R.）がThe 
Construction of Tables of National Income, 
Expenditure, Saving and Investment（以下，
ミード＝ストーン体系）を発表し，ここに社会会
計勘定体系が確立した．同年，この体系を実際に
用いた社会会計の歴史上最初の政府統計として，
An Analysis of Sources of War Finance and an 
Estimate of National Income and Expenditure 
in 1938 and 1940（以下，『第1回英国経済白書』）
がイギリスで刊行された．
本稿は，社会会計の形成に重要な役割を果たし
た上記３文献の関係を総合的に分析する．中で
も，ミード＝ストーン体系が社会会計の成立とそ
の基本構造の形成において，決定的な役割を果た
したことを明らかにすることを目的にしている．
Ⅱ　先行研究と評価　
現在に至るまで，この社会会計の草創期に関す
る研究はさまざまな角度からおこなわれてきた．
筆者は社会会計の成立にあたっては，『戦費調達
論』，「ミード＝ストーン論文」および『第１回英
国経済白書』の 3つの文献が重要な役割を果たし
たと考えている．中でも，「ミード＝ストーン論
文」が決定的な貢献をおこなったと考えており，
この点を明らかにすることが本稿の課題である．
そこで本稿では上述した 3つの文献をいずれか，
もしくは包括的に取り上げている経済学の分野
と，会計学の分野における先行研究を取り上げる．
経済学の立場でおこなわれた先行研究には，森
田（1944）をはじめ Dillard, D.（1948），川口
（1973），Moggridge, D.（1976），Cuyvers, 
L.（1983），玉井（1990），奥本（1997）などがあ
る．会計学の分野では，能勢（1961，1986），小
口（1980a, 1980b, 1986），合崎（1986）そして原
田（1987）がある．
これらの先行研究は上に挙げた 3つの文献のい
ずれかの研究に限定したものであったり，もしく
はすべてを網羅したものであっても，『戦費調達
論』で示されたケインズの社会哲学にまで遡り，3
者の関係を詳細に分析して社会会計の形成過程を
論じたものは見当たらない．そこで本稿では，社
会会計に理論的枠組みを与えたミード＝ストーン
体系の意義を中心に，3 つの文献を総合的に検討
する．
Ⅲ　戦費調達論――社会会計の夜明け前
数あるケインズの業績の中でも，ケインズが
1936年に著したThe General Theory of Employment, 
Interest and Money（以下，『一般理論』）を取り
上げた研究が圧倒的に多数であり，『戦費調達論』
を取り上げた先行研究は格段に少ない．『戦費調
達論』が社会会計誕生の理論的原型となっている
点を明らかにすることが，本稿の目的の１つであ
る．
 1 　ケインズの包括的戦費調達案
ケインズによって『一般理論』が発表されるま
で，経済学の主流であったミクロ分析は生産者や
消費者など個々の経済主体の行動にのっとって経
済の分析をおこない，これを社会的に合計してい
くものだった 1）．ケインズがこの伝統的なミクロ
分析に一国全体を総計した概念であるマクロ理論
を付加したことによって，国民所得分析が登場し
た．従来の『一般理論』などのケインズ理論およ
び国民所得推計の考え方を継承し，実践した論文
こそが『戦費調達論』である．
『戦費調達論』は，第二次世界大戦勃発後の1940
年 2 月にケインズが戦時経済の必要性から出版し
た小冊子である．その表題のとおり，戦争遂行の
財源の確保を主たる目標としているほか，社会的
正義の実行，つまり経済的格差の解消をもう 1つ
の目的に掲げている．これは『一般理論』2）でも論
じられている．
4
内田：社会会計の形成とその基本構造
ケインズは，社会的正義実現のためにはインフ
レの抑制が不可欠だと考えた．戦中には消費が増
大しても軍事物資のために財が徴発されることで
民需物資が不足しがちであることから，民間消費
を過剰に増やすべきではない．これは，消費量の
需要増大よりも供給力の増大が小さいために価格
が高騰し，インフレが発生することを懸念したた
めである．インフレは自国経済の混乱を招くこと
につながるだけでなく，企業家階級に利潤をもた
らす反面，あらゆる所得者層の中でも最低所得者
層が最も重い負担を背負うことになる．つまり，
インフレは一般売上税と同様の欠陥を有する．そ
こでケインズはインフレを回避すべく，本計画案
を提案した．また，戦争遂行のための財源調達は
戦中の目的であるが，経済的格差の解消は戦後ま
で見据えている点がケインズ案の特色であるとい
える．
図1のように，本計画案は支払繰延（強制貯蓄3））
を最重要施策に掲げている．そして支払繰延を補
完する施策として戦時中には増税，自発的貯蓄，
家族手当，廉価配給および価格統制を提案し，さ
らに戦後には資本課税を提案しており，これらす
べての施策をもってケインズ案をなしている．こ
の計画案をケインズ自身は「完全な計画案」，「包
括的な計画案」そして「ラディカルな提案」と表
現している4）．
またケインズは，本計画案の狙いについて以下
のように述べている．戦争というあらゆる制約が
ある状況下であっても自由社会を保護することを
前提として，第 1に人々の戦争努力に対して正当
な報酬の増加を認めること，第 2に所得の使途は
個人の自由な選択に任せること，第 3に戦時経済
という制約下で貧困者への支援を強化し，そして
分配の不平等を是正することである5）．
社会的不平等の解消を目的の 1つとした『戦費
調達論』であるが，戦争にかかる費用の調達のた
めの増税はやむを得ないとしている．また，戦費
の全額を高額所得者層への租税でまかなうことが
事実上不可能であり，さらに一部は借入によらざ
るを得ないことから，最も貧しい階層も含む全国
民が経済的負担を負う必要があるとケインズは考
えた．
しかし，もし増税のみを実施した場合には，労
働者階級が一番大きな経済的負担を強いられるこ
とが想定される．そこで，増税を単独でおこなう
のではなく，図 1に掲げたすべての政策を同時に
実行する必要があるとケインズは考えた．さらに
ケインズは，国債の発行を本計画案では提案して
図1　ケインズのパッケージとしての戦費調達案
　出所：筆者作成
手　　　　段
１．戦費調達
２．社会的正義の実現
　　２－１　インフレ抑制
　　２－２　所得分配の平等化
　　２－３　労働者階級の富の蓄積
３．選択の自由の尊重
目　　　　的
価格統制
資本課税
家族手当
支払繰延
自発的
貯蓄
配給増税
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いない．なぜなら，企業家階級は自らが得た利潤
によって国債を大量に購入し，戦後には彼らに国
債が償還されることから，結果として所得階層間
の格差が依然として解消されないことが想定され
るためである．
ケインズの戦費調達計画案の中核を担う支払繰
延は，当初彼自身も表現したように事実上の強制
貯蓄である．政府が国民の収入の適切な割合を強
制的に預かり，この支払繰延分を戦費へと徴発す
る．ケインズは国民的潜在能力および国民所得の
分配の分析からみて，自発的貯蓄単独を戦費調達
の財源として望むことはできないと捉えていた．
物価が賃金を上回る速さで上昇した際に，国民が
所得の増大分を自発的貯蓄に回さずに消費に使っ
たならば，自発的貯蓄を戦費にあてることはでき
ない．そこで，戦争遂行に必要な額の半分を直接
税により，そして残る半分を支払繰延でまかなう
ことが適切であると考えたのである．
さらに，この支払繰延の主たる目的は，消費の
増大によるインフレを回避することにある．イン
フレが貧困層に与える影響が大きいため，労働者
階級保護の観点から，インフレを招く事態は避け
なければならないとケインズが考えたことはすで
に述べたとおりである．
そして戦後には，支払繰延を解除する際に 2％
の金利を付加して国民に返還することによって格
差是正を試み，戦後の不況期に支払繰延解除をお
こなうことで経済の停滞を回避することを狙いと
した．ケインズはまた，支払繰延を解除するにあ
たり，その財源として富裕階級への課税である資
本課税を政策として挙げている．このように，ケ
インズ案は戦中のみならず戦後の労働者の富の蓄
積をも見据えている点にも特徴がある．
 2 　ケインズの国民所得概念とその推計 
ケインズは本計画案を実施するにあたり，同小
冊子ではさまざまな推計値を所得階層別に提示し
ている．これはケインズが分配の不平等の是正を
おこなうにあたり，各所得階層の実態の把握を試
みたためである．そしてこの所得階層別に推計を
おこなう手法は，次章で取り上げるミード＝ス
トーン体系へと継承される．
支払繰延をはじめとするパッケージとしての戦
費調達計画案の実行にあたり，各所得階層の実情
を把握するため，ケインズが助手であるロスバー
ス（Rothbarth, A.）の尽力を得て国民所得推計を
おこなった．戦費は所得を問わず調達しなくては
ならないが，この推計値をもとに，どの階層から
はどれくらいの戦費が調達できるのか，そして所
得階層間の経済的格差をなくすためには各政策を
どのように実行すればいいのかを導き出したので
ある．
ケインズの国民所得概念は，国民産出高
（national output）および課税所得（taxable 
income）に二分される．前者は貨幣費用で評価し
た総経常産出高をあらわし，間接税を控除したも
のである．後者はすなわち総個人所得をあらわし
ている．課税所得は，企業の利潤を含む個人所得
の総計である．これは，政府からの国債利子支払，
年金，失業保険などの移転所得を含むため，国民
産出高よりも大きな金額になる．ロスバースは国
民産出高を48億5,000万ポンド（表1），課税所得
は53億ポンド（表3）であると推計した． 
次に，ケインズの国民所得推計概念の特徴は大
きく2つある．1つ目は，経済を政府部門および民
間部門に部門分割したことである．『戦費調達論』
の最大の目的の 1つである戦争遂行のための費用
の調達は民間からおこなうことから，経済活動を
民間部門と政府部門に分けて考える必要があった
ため，このような部門分割が必須であった．さら
に，ケインズは各経済主体の持つ性格によってイ
ンフレから受ける影響が異なると考えていたこと
から所得階層別に把握することが重要だと考え，
民間部門に関する実際の推計を所得階層別におこ
なった点にも特徴がみられる．政府部門および民
間部門の推計値を勘定形式であらわすとそれぞれ
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表2，表3のようになる．
2 つ目の特徴は，所得循環をケインズが開拓し
た分析枠組に基づいて把握した点である．所得循
環の推計はケインズ以前にもクラーク（Clark, 
C.）が試みており，ケインズはクラークによる推
計値をもとに，ロスバースとともに推計をおこ
なった．その際，所得循環を把握するにあたって
分配（所得），生産（産出），支出からなる国民所
得の三面等価すべての面を関連づけたのではな
く，あくまで政府と民間の支出および分配の流れ
を推計した．
また，当該国民所得推計では貯蓄投資勘定の概
念が含まれていることも特徴である．ケインズ恒
等式6）が導出されることは『一般理論』でも示さ
れたが，この理論は『戦費調達論』でも引き継が
れている（表4）．ただし，当時のイギリスの統計
は十分とはいえず，投資額は「粗（gross）」で推
計されており，貯蓄額は「純（net）」で推計され
表1　国民産出高
　出所：Keynes（1940）p. 81，宮崎訳518ページより訳語を一部修正して筆者作成
民間賃金・利潤 4,800
経常的損耗・減価償却を除
く民間・政府消費
4,140
政府利潤 50 経常的損耗・減価償却 420
新規純投資 290
4,850 4,850
 （単位：100万ポンド）
表2　政府部門勘定
　出所：Keynes（1940）p. 80，宮崎訳517ページより訳語を一部修正して筆者作成
（政府収入） （政府支出）
直接税 550 移転支払 500
間接税 460 政府サービス 850
地方税 210
政府事業利潤 50
国債［純額］ 80
1,350 1,350
 （単位：100万ポンド）
表3　民間部門勘定
　出所：Keynes（1940）p. 81，宮崎訳517－518ページより訳語を一部修正して筆者作成
（民間所得） （民間支出）
今期の産出高から得られる
賃金および利潤
4,800 市場価格による消費 4,380
移転所得 500 貯蓄 370
直接税 550
5,300 5,300
 （単位：100万ポンド）
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ているため，本小冊子で提示された推計値を勘定
形式によってあらわした場合には，貸借は一致し
ない．
『戦費調達論』ではまだ勘定体系は完成されて
おらず，ここでは筆者がT勘定化してあらわした
が，ケインズの所得循環分析をもとに一国のマク
ロ経済循環構造を勘定体系として完成させたのが
ミード＝ストーン体系である．
Ⅳ　ミード＝ストーン体系――社会会計の基本構
造の形成
前章でケインズが『戦費調達論』において，新
しい国民所得概念およびその推計手法を提言し，
それによって社会会計の理論的基礎が築かれたこ
とを示した．ミードとストーンは，ケインズによ
る当該業績をケインズからの指導を得てさらに発
展させ，社会会計の基礎的構造を築き上げた．こ
の基礎的構造こそが，ミード＝ストーン体系であ
る．しかしながら社会会計を形成し，国際化を先
導したミード＝ストーン体系を詳細に研究した論
文はほとんどない．本章では社会会計の基本構造
を形成した最重要文献である「ミード＝ストーン
論文」に示された社会会計の基本構造を論じる．
１　ミード＝ストーン体系の基本構造
ミードとストーンは，国民所得の概念に関する
定義は複数存在しているにもかかわらず，その定
義が正確になされることはほとんどないと考えて
いた 7）．そのため，ミード＝ストーン体系は国民
所得ならびに国民支出のバランスシートの定義を
明らかにした上で，国民所得推計を多面的にクロ
スチェック可能な統計を得ることを目的としてい
る．彼らは，この目的の実現により各国における
経済的課題の解決および国民所得の国際的比較が
容易になると考えた．社会会計の基本構造を形成
したミード＝ストーン体系はA表からF表までの
７つの表からなっている8）．
『戦費調達論』では勘定体系化されなかったが，
ミード＝ストーン体系では会計学の分野で用いら
れる複式簿記の考え方を導入し，勘定体系として
確立している．さらに，ケインズが『一般理論』
で示した恒等式および『戦費調達論』で提案され
た国民所得循環の把握を基礎としていることが最
大の特徴である．なお，『戦費調達論』においては
政府部門ならびに民間部門の 2つに大きく経済主
体を分けて国民所得推計をおこなっていたが，
ミード＝ストーン体系では政府，企業そして個人
に部門分割をおこない，さらに海外取引が勘定と
して含まれている．
A表（表5）は国民所得の三面等価をあらわして
いる．まず，第Ⅰ列の要素費用における国民純所
得（項目 5）は，生産要素別の付加価値，すなわ
ち分配面を示している．第Ⅱ列の要素費用におけ
る国民純生産（項目14）は，産業別の付加価値を
あらわしており，これは生産面を表示している．
第Ⅲ列は要素費用における国民純支出（項目21），
つまり支出面をあらわしている．これは消費と投
資目的のために用いられる国民純所得の総額を測
定しており，この中には海外取引も含まれる．も
し上記のA表にあるすべての専門用語が正しい定
表4　貯蓄投資勘定
　出所：Keynes（1940）p. 81, 宮崎訳518ページより筆者作成
貯　蓄 粗投資
新規純投資 290 新規純投資 290
政府赤字 80 経営的損耗・減価償却 420
370 710
（単位：100万ポンド）
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義および理解のもとで推計されているならば，項
目5，14，21はバランスする．
ここで注目すべきは，『一般理論』においてすで
にケインズが示している，要素費用の概念がA表
で出現している点である 9）．ケインズは純間接税
を含む市場価格表示よりも，純間接税を控除し，
生産活動をおこなう際に投入した生産要素に対す
る費用である要素費用表示の方が経済を把握する
上で有効であると考えた．なぜなら，税制改正に
よって増減する間接税が含まれることによって，
正しい国民所得の推計が困難になるからである．
ミード＝ストーン体系では，A表のように購入さ
れる財・サービスの市場価値から間接税を差し引
いたのちに補助金を加えることで，要素費用に
よって導き出された国民所得および国民支出のバ
ランスを可能にした．
B表（表6）は，第Ⅰ列でおこなう個人所得の推
計によって，要素費用における国民純所得（A表
項目 5）よりもさらに個人所得を詳細に推計する
ことができる．国民純所得，移転所得および家計
部門の可処分所得の関係が明らかになるほか，さ
らに個人所得がどのように消費あるいは貯蓄され
ているのかを明らかにしている．これはケインズ
の恒等式 Y＝C＋Sをあらわしていることにほか
ならない．つまり，B表により消費性向を分析す
ることが可能になる．個人所得の合計だけでな
く，その各所得階層間における分配状態も明らか
になる．B表の各列によって個人所得に関する詳
細なデータを得ることができるが，このような所
得階層に応じた推計は『戦費調達論』でケインズ
が必要とした推計の概念を基礎としている．
C表（表7）は貯蓄と投資の恒等関係を明らかに
しており，ケインズ等式のS＝Iを示す重要な表で
ある．同表はA表およびB表の該当する特定項目
を再編成して得られるほか，C表は貯蓄と投資の
差額から財政赤字を算出している．財政赤字とは
すべての政府当局がおこなう取引に関わるものを
さす．そこで，中央政府や地方自治体は１つの統
合収支表を作成する必要がある．そこで全政府機
関の統合収支勘定を作成したものがF表（表8）で
ある．F表は財政赤字の定義をしており，その財
政赤字はC表のバランスに不可欠である．
本稿では，7表のうち B´ 表，D表およびE表の
３表を省略した．B´表はA表とB表からC表を導
表5　（A表）
　出所：Meade and Stone（1941）p. 231, 小口（1980a）訳65ページより一部修正して筆者作成
Ⅰ　要素費用表示の国民純所得 Ⅱ　要素費用表示の国民純生産 Ⅲ　要素費用表示の国民純支出
1　地代 6　農業純生産額 15　個人消費（市場価格）
2　利潤および利子 7　鉱業純生産額 16　財・サービスに対する政府経常支出
3　俸給 8　工業純生産額 17　政府補助金
4　賃金 9　運輸純生産額 18　△間接税
10　商業純生産額 19　国内投資
11　個人サービスの純価額 　　（a）固定資本に対する国内投資
12　政府サービスの純価額 　　（b）△減価，更新，修繕など
13　国外からの純所得 　　（c）在庫品国内投資
　　（D表項目1（d）（e）参照） 　　（d）財産移転の費用
20　対外投資
5　要素費用表示の国民純所得 14　要素費用表示の国民純生産 21　要素費用表示の国民純支出
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表7　（C表）
　出所：Meade and Stone（1941）p. 232, 小口（1980a）訳
66ページより一部修正して筆者作成
Ⅰ　貯蓄の源泉 Ⅱ　貯蓄の使途
1　個人貯蓄 4　国内および対外投資
2　未分配利潤 5　政府財政赤字
3　総貯蓄 6　総貯蓄
表8　（F表）
　出所：Meade and Stone（1941）p. 223, 小口（1980a）訳67ページより一部修正して筆者作成
収　入 支　出
1　直接税，罰金および贈与 6　民間経済部門への移転支出
2　間接税 7　補助金
3　財産および商業的サービスの利潤から生ずる政府
所得
8　財貨・サービスに対する政府の純経常支出
　　（a）財貨・サービスへの総支出
　△（b）民間経済部門への財貨・サービスの販売収益
　△（c）政府の資本資産購入
4　余剰あるいは財政赤字
5　総収入 9　総支出
表6　（B表）
　出所：Meade and Stone（1941）p. 232, 小口（1980a）訳65ページより一部修正して筆者作成
Ⅰ　個人所得の構成 Ⅱ　個人所得の分配 Ⅲ　個人消費および個人貯蓄
1　要素費用表示の国民純所得
　（表A項目５）
7　個人所得
　　（a）年額1人当たり£200以下の個人
総所得
　　　　△上記に対する直接税
　　（b）年額1人当たり£200～500の個
人総所得
　　　　△上記に対する直接税など
9　市場価格による個人消費（A15）
　　（a）飲食物など
　　（b）地代家賃
　　（c）被服
　　（d）旅費
10　個人貯蓄
　　（a）個人所有現金の純増加
　　（b）個人所有証券の純増加
　　（c）個人所有その他資産の純増加
2　政府からの移転所得
3　△直接税
4　△政府所得
5　△未分配利潤
６　直接税控除後の個人所得 ８　直接税控除後の個人所得 11　個人消費および個人貯蓄
???
???
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出するための表である．D表は海外取引勘定であ
り，E表は国内純所得をあらわしている． 
 2 　会計方法のアドバンテージ
ミードとストーンによる複式簿記の考え方を用
いた勘定体系化によって，ケインズの国民所得循
環を会計学がもつ理論および構造に基づいて把握
することが可能になった．この会計的デザインに
よる長所について原田は，ミード＝ストーン体系
によって示された諸表が「所得フローの鳥瞰図を
与えるものである」と述べた上で，「勘定間に記入
される取引関連の数値を通じて，政策目的に合致
するように経済の循環過程を 1個の『構造』とし
て把握するという新しい考え方が明瞭に示されて
いる」10）と評価している．また小口は「ケインズ
理論の主要な変数とそれらの関係を，部門分割と
勘定設定の組み合わせによって，斉合的な会計シ
ステムの中で表現することに成功している」11）と
評している．
さらに，ギルバート（Gilbert, M.）をはじめと
するアメリカにおける社会会計のグループは，経
済学者であるクズネッツ（Kuznets, S.）の社会会
計への批判に対して，以下のように社会会計の 5
つの意義について回答した 12）．第1に，経済構造
を明らかにできるため，経済の作用をいっそうよ
く理解することを可能とさせる．第 2に，国民所
得概念の首尾一貫した定式化をおこなう際に生じ
る，多くの複雑な問題を解決するための強力な道
具となる．第3に，国民所得統計の性質および種々
の集計値やそれらの構成要素の相互関係を説明す
る上で，大きな教育効果を発揮する．第 4に，経
済構造を最も有効に要約するような会計的枠組が
決定されるのと，さらに必要とされる経済統計の
リストが自動的にあらわれるため，何が欠けてい
るのかを知ることができる．最後に，勘定は必ず
貸借が一致する性質を利用することで，勘定体系
内の首尾一貫性をチェックすることが可能であ
る．また，会計的デザインによって，実際の経済
において直接推計ができない構成項目も差額とし
て推計することが可能になるのである．
すでに述べたように，ミードとストーンはケイ
ンズとロスバースが明らかにした国民所得の循環
をあらわす内訳項目の配列の方法を基礎として，
『戦費調達論』でケインズが導入しなかった複式
簿記の考え方を国民所得循環に取り入れた．すな
わち，ケインズの社会哲学を実践するために国民
所得の正確な定義を与え，経済問題の解明と経済
政策の基礎となる情報基盤を勘定体系化し，社会
会計を形成した．さらに，この勘定体系を国際的
な標準体系にすることを当初から考えていたこと
がミード＝ストーン体系最大の貢献である．
Ⅴ　第１回英国経済白書――社会会計初の政府統
計
『第1回英国経済白書』は，ケインズが『戦費調
達論』で提案した戦時予算編成のために当時のイ
ギリスの国力を具体的に推計し，史上初めて政府
が公式推計として公刊した文書である．ここに，
現在に至るまで発展し続けてきた社会会計の基本
構造が形成された．また，そこで用いられた国民
所得推計の概念こそが現代における各国の経済統
計概念の基幹となっている．この推計に理論的枠
組みを与えたのがミード＝ストーン体系である．
 1 　社会会計初の政府統計にみる英国の戦時経
済
すでに述べたように，『第1回英国経済白書』は
社会会計形成後初めての公式統計である．戦費の
主要調達先である民間部門に一体どれだけの経済
力があり，そこからどれだけ戦費に徴発すること
ができるのかを把握するために，国民所得を推計
する必要があった．それまでの推計値はクラーク
が戦前におこなったものをもとにしていたが，ク
ラークはその推計に市場価格表示を用いていた． 
他方，ケインズは要素費用表示で再度推計をお
こなった．これが第Ⅲ章で，ケインズがロスバー
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スとともに推計した国民所得である．しかしケイ
ンズは，この国民所得推計が不十分であると考え
ていた．なぜならイギリス政府は，多額の費用を
投じて国民所得を推計しても，それに見合ったメ
リットを見出だせないとして公式統計を出してい
なかった．そのため，国力の実態を把握するデー
タとしては不十分だったのである．
1940年はじめに，推計をもっと完成度の高いも
のにするための業務が中央統計局に委託された．
そこで，より詳細な国民所得推計のためにミード
とストーンがケインズの指導のもとに従事した．
ケインズはまず，ミードとストーン両者に国民所
得推計をおこなうための理論的根拠としての勘定
体系の構築を託し，自らも指導する立場としてそ
の構築にかかわった．こうして完成した勘定体系
がミード＝ストーン体系であり，その構造は前章
で述べたとおりである．そしてミードとストーン
が築いたこの骨組みに数値を当てはめ，史上初め
ての政府による統計をまとめた文書が『第１回英
国経済白書』である． 
『第 1回英国経済白書』は 2部構成になってい
る．第1部では戦争財源の分析をおこなっており，
第 2部では国民所得および支出の推計を掲載して
いる．第 1部ではケインズの指導のもと大蔵省に
よって戦争財源の分析がおこなわれており，これ
が第 2部の中央統計局による推計に役立っている
と考えられる．加えて，第 1部はケインズの国民
所得概念がそのまま活きており，第 2部の国民所
得および支出の推計を牽引したのがまさしくミー
ドとストーンであった．ミードとストーンはケイ
ンズの指導のもとに，社会会計の基礎となった勘
定体系を骨子として，第2部の推計をおこなった．
本稿では，ミード＝ストーン体系による業績が直
接反映されている第2部を取り上げる．
表9　（A表）1938年度および1940年度国民所得および支出推計
　出所：H.M.S.O.（1941）pp. 10－11, 森田（1944）訳130ページに一部加筆，修正して筆者作成
国民所得の分配 1938 1940
第 1
四半期
第 2
四半期
第 3
四半期
第 4
四半期
1．地代 352 370 92 93 93 92
2．利潤および利子（国防負担金および超過利潤税の控除前） 1,178 1,514 347 387 394 386
3．給与 980 1,135 264 276 295 300
4．賃金（軍隊に対する支払および商店補助の収入を含む） 1,820 2,483 562 622 647 652
5．その他の所得 85 84 21 21 21 21
6．国民純所得 4,415 5,586 1,286 1,399 1,450 1,451
国民所得の支出 1938 1940
第 1
四半期
第 2
四半期
第 3
四半期
第 4
四半期
7．個人支出（市場価格） 3,997 4,303 1,023 1,076 1,084 1,120
8．政府および地方官庁の財貨および労務に対する内外支払 849 3,100 558 646 887 1,009
9．間接税，地方税等 －643 －868 －193 －205 －227 －243
10．内外における純投資および資本回収 210 （－949）（－102）（－118）（－294）（－435）
11．不詳差額 2 － － － － －
12．国民純支出 4,415 5,586 1,286 1,399 1,450 1,451
（単位：100万ポンド）
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『第1回英国経済白書』第2部の「1938年および
1940 年における国民所得および支出の推計」は，
ミード＝ストーン体系で示された各表のうち次に
挙げる 3表に実際の数値を当てはめ，掲載してい
る．国民所得の三面等価をあらわすA表，消費性
向をあらわすB表，そしてすべての政府機関の統
合収支勘定をあらわすF表である．これらは『第
1回英国経済白書』第2部にある，それぞれA，B，
Cの3つの表（表9～表11）にあらわされる．ここ
ではA，B，Cそれぞれの表とミード＝ストーン体
系との関連を検討する．　
A表（表9）は国民純所得および支出の推計をお
こなっている．要素費用表示を用いて国民経済全
体をあらわしている同表は，ミード＝ストーン体
系の A表を基礎に構成されている．同表は，Y＝
C＋I＋G＋NXというケインズ恒等式をあらわし
ている．ここで Gは政府支出を，NXは純輸出で
ある．また，国民所得支出項目が明らかにする国
民産出高は，ケインズが『戦費調達論』附録で示
した2つの基礎概念の1つでもある．
B表（表10）は個人所得，個人支出，および個
人貯蓄の推計をおこなっており，民間収支を明ら
かにしている．個人支出および個人貯蓄推計を明
らかにしている表で用いられている概念はまさし
表10　（B表）1938年度および1940年度の個人所得，個人支出および個人貯蓄推計
　出所：H.M.S.O.（1941）p. 12, 森田（1944）訳133ページに一部加筆，修正して筆者作成
個人所得 1938 1940
13．国民純所得 4,415 5,586
　加算項目
14．国債利子，養老年金，社会保険補助金等 490 494
　減産項目
15．直接税債務 －492 －868
16．直接税債務を控除した非個人所得 －265 －301
（すなわち，（a）社内留保利益より企業損失を控除したもの，（b）
慈善事業の投資所得，および（c）項目２に含まれる政府の雑所得
17．個人所得
　（直接税債務控除後）
4,148 4,911
（単位：100万ポンド）
個人支出および個人貯蓄推計 1938 1940
18．食物，飲料および煙草 1,648 1,973
19．地代，地方税，光熱費料，家具，什器，家内労働 959 991
20．被服，洗濯 469 512
21．自家用自動車（経費含む） 118 50
22．その他の旅費 169 164
23．その他の財貨および労務 634 613
24．個人総支出（市場価格） 3,997 4,303
25．個人総貯蓄 （151）（608）
26．個人支出および貯蓄 4,148 4,911
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くケインズ理論であり，Y＝C＋Sをあらわしてい
る．なお，租税債務を果たすために留保される金
額が差し引かれるために，貯蓄は直接推計ではな
く差額として間接的に推計されている．白書B表
はすなわち，ミード＝ストーン体系のB表に相当
する．
C表（表11）は民間財源のうち，政府の目的の
ため使用し得る資金の純額の推計をあらわしてお
り，ミード＝ストーン体系の全政府機関の統合収
支勘定に相当する．戦争遂行に際して，多額に生
じる財政赤字を補填するために，いかに民間部門
から調達するかをあらわしている勘定がC表であ
る．すなわち，このC表こそが『第1回英国経済
白書』が狙う最大の目的である．なお，C表の推
計はA表およびB表とは独立しているため数値は
不一致である．
ミード＝ストーン体系を理論的基礎に，『第1回
英国経済白書』第2部の3表が作成された．『戦費
調達論』では，諸項目は勘定体系化されずに，そ
れぞれが独立して示されていたが，白書ではこれ
らを勘定体系化している．これによってミード＝
ストーン体系同様，ケインズ恒等式が明確化され
た．また，ミード＝ストーン体系を枠組に推計す
ることで，国民所得を分配面ではなく支出面を重
点的に把握し，国民経済循環の把握が容易になっ
た．
 2 　白書公刊の意義
ケインズそしてストーンとミードの尽力の結
果，『第1回英国経済白書』として当時のイギリス
の経済的国力を明らかにする初めての統計が完成
した．そして白書公刊の直前である1941年 4月 7
日に，大蔵大臣ウッド（Wood, K.）による予算演
説が国会でおこなわれた．当時，戦時中に自国の
国力を世間に広く公表することに対する疑問が
人々から出ていた．これについてウッド蔵相は，
それまでの大蔵省の発表が推計値を含まない実際
の値のみだったことに対して，同白書では推計値
表11　（C表）1938年度および1940年度民間財源中，政府支出に使用し得る純資金額推計
　出所：H.M.S.O.（1941）p. 13, 森田（1944）訳135ページに一部加筆，修正して筆者作成
1938 1940
27．個人総貯蓄および内外資本回収額 （－70）（1549）
28．非個人貯蓄 203 281
（すなわち（a）直接税債務および企業損失を差し引いた配当前利益
（b）他の法人貯蓄（c）地方官庁の純貯蓄）
29．租税支払額に対する租税債務の超過額 53 193
30．民間財源中，政府の目的のため使用し得る資金額 186 2,023
（単位：100万ポンド）
1938 1940
31．政府総支出 1,004 3,332
32．総収入 －885 －1,257
33．政府収入に対する支出の超過 119 2,075
34．予算外資金の純収入 －21 －139
35．相続税および財産移転税 88 87
36．民間財源中，政府の目的のために必要となる資金額 186 2,023
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内田：社会会計の形成とその基本構造
を含んでいるために，経済計画を立てる際に有用
になると白書公刊の意義を述べた13）．
他方で，戦中に国民所得や支出に関する公式推
定値の発表を慣例化するべきではないため，白書
の公刊は１回限りにしたいと大蔵大臣は考えてい
た．しかしケインズらの説得もあり，イギリス政
府による公式推計は翌年以降も続けられ，白書は
年次の報告書として 1941 年以降毎年公刊される
ことになる．そのためストーンは終戦を機に政府
を去るまで，ケインズとともに国民所得および支
出の推計に携わり続け，国民所得および支出の推
計は現代に至るまで，マクロ経済学上の重要な指
標の１つであり続けている．
さらに白書公刊により，各国が国民所得および
支出の推計をおこなうようになったことを受け
て，国際標準化もストーンらによって進められる
ようになった．しかし，白書の刊行が与えた影響
はそれだけではない．学問の分野においても，大
きな転換期となった．すなわち，社会会計の誕生
である．1941年に『第1回英国経済白書』が公刊
された翌年，同白書の中で用いられた勘定体系
を，ヒックスが『経済の社会的構造』のはしがき
の中で社会会計と命名したことは冒頭で述べたと
おりである．ヒックスが社会会計と名付けた理由
は，「私的会計（Private Accounting）が個別企業
の会計であるように，それは社会全体または国民
の会計にほかならない」14）からである． 
Ⅵ　国際標準化への展開
ミード＝ストーン体系はケインズが定式化した
マクロ経済の所得循環過程を複式簿記の方法に
よって体系化したものであり，この体系の完成を
もって社会会計が形成されたといえる．そして，
社会会計初の政府統計である『第 1回英国経済白
書』の公刊によって影響を受けることになったの
はイギリス政府だけではない．イギリスにならっ
て他国も追随し，イギリスがおこなったような社
会会計の推計を発表するようになった．
1944年にはイギリス，アメリカ，カナダの3国
によるワシントン３か国間会議が開催され，社会
会計の標準化に関する協議がおこなわれた．3 か
国間協議の3年後の1947年には，ミード＝ストー
ン体系を基礎とする国民所得および支出の推計の
概念がアメリカで根付き，さらなる発展を遂げ
る15）．さらに，国際間比較を可能にするために共
通の基準のもと，国民所得を推計する必要がある
と感じたストーンは以後，社会会計の国際標準化
を進めるようになる．
1947年にストーンは「国民所得および関連する
合計の定義と測定」（Deﬁ nition and Measurement 
of the National Income and Related Totals）と
題した報告を，国際連合の統計専門委員会でおこ
なった．同論文は「ミード＝ストーン論文」をさ
らに発展させており，社会会計の発展に重大な功
績を残している．すなわち，これがのちのSNAの
前身となるのである．今後もさらなる発展をして
いくと考えられる SNAの変遷を把握し，将来に
おけるさまざまな問題に適応可能である社会会計
の在り方を検討していきたい． 
注
1 ）伊東（1980）86ページ．
2 ）Keynes（1936）p. 372，間宮訳下巻，178ページ．
3 ）ケインズは，当初「強制貯蓄」（Compulsory 
Savings）を用いていたが，『戦費調達論』発表の際に
は「支払繰延」（Deferred Pay）を主に用いた．これ
は「強制」という言葉が，政府によるトップダウンの
政策であるとの印象を与えることをケインズが危惧
したためだと考えられる．なお，本稿では以後「支払
繰延」とする．
4 ）Keynes（1940）pp. iii-iv，宮崎訳445ページ．
5 ）Keynes（1940）p. 7，宮崎訳456ページ．
6 ）所得＝消費＋投資（Y＝C＋I），所得＝消費＋貯蓄
（Y＝C＋S），貯蓄＝投資（S＝I）をさす．
7 ）Meade and Stone（1941）p. 509．
8 ）ミード＝ストーン体系では全政府機関の統合収支
勘定に番号を付けていないが，本論文ではF表と表記
する．
15
9 ）Keynes（1936）p. 23，間宮訳上巻，34ページ．
10）原田（1987）102，105ページ．
11）小口（1980a）71ページ．
12）Gilbert, Denison and Schwartz（1948），小口訳93
ページ．
13）石川（1942）18－19ページ．
14）Hicks（1947）p. vi，酒井訳 2 ページ．
15）小口（1980）39ページ．
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